
□資料作成フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較検討案の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討協議会意見の収集・整理 

これまで計画立案、

検討してきた中心

市街地のゾーニン

グなどのあり方 

中心市街地の 

賑わい創出案 

検討協議会の意

見から整理した

土地利用・施設

配置の方向 

検討協議会意見か

ら見えてきた中心

市街地の賑わい創

出の方向 

（ゾーニング） 

行政執行上の視点 

事業化スケジュール

の枠組 
合併特例債等の運用 事業費の比較 

建築計画上の視点 

機能と規模 既存空間の活用 駐車場等の確保 

利用者の視点 

歩行者や車等の動線 回遊性の確保 
地区としての駐車場

等の確保 

各案のメリット・デメリットの整理 

従前に決定して

きた基本方針と

の関連 

資料 ２ 
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□中心市街地の賑わい創出案 

検討協議会意見から整理した土地利用・施設配置の方向等をふまえると、中心市

街地の賑わい創出の方向は次のとおり整理できる。（全１９委員） 

 

 

伊賀市南庁舎を核とすると、中心市街地の賑わい創出の方向は「観光を中心とす

る賑わい創出案」と「市民生活を中心とする賑わい創出案」に大別される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ案「観光を中⼼とする賑わい創出案」 

観 光 施 設 として
検討する 

伊賀市 
南庁舎 

図書館を含む複

合施設 

消防本部
城北駐車場

図書館を含む複
合施設 

ふれあい 
プラザ 

Ａ-1 案（消防跡地・城北Ｐに図書館）

Ａ-2 案（ふれあいプラザに図書館）

図書館を含む複
合 施 設 として検
討する 

伊賀市 
南庁舎 

図書館、芭蕉翁
記念館等を含む
複合施設 

伊賀市 
南庁舎 

Ｂ案「市⺠⽣活を中⼼とする賑わい創出案」

芭蕉翁記念館 図書館 

B-1 案（南庁舎に図書館＋記念館の複合施設）

B-2 案（南庁舎に図書館、図書館跡地に記念館）

資料 ３ 

１０人 

４人 

３人 

３人 ※その他提案、意⾒なし等 

９人 

４人 

２人 

３人 ※その他提案、意⾒なし等 
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□事業化スケジュールの枠組 

(1) 合併特例債運用のための標準スケジュール 

 

 

 

H28 年度 H 29 年度 H 30 年度 H 31 年度 H 32 年度

検討協議会           

基本計画           

基本設計           

実施設計           

機能移転・解体           

建設           

引越、オープン           

 

 

 

(2) 運用制度の概要 

 

 目的 制度の概要 運用期間 

合併特例債 

・図書館の整備 

・図書館を含む複合施設

の整備 

・制度の運用期間内で整

備する施設 

・平成の大合併による

新市町村建設計画の

事業費として特例的

に起債できる地方

債。事業費の 95％に

充当でき、国が返済

の 70％を負担する。 

平成 29 年

度 ～ 平 成

31 年度内

（平成 32

年 ３ 月 ま

で） 

その他事業制度 

（例：社会資本整備

総合交付金など） 

・合併特例債制度の運用

期間外で整備する図

書館や図書館を含む

複合施設、観光系複合

施設、芭蕉翁記念館な

ど 

・社会資本整備総合交

付金は、国土交通省

所管の地方公共団体

向け個別補助金を一

つの交付金に原則一

括し、地方公共団体

にとって自由度が高

く、創意工夫を生か

せる総合的な交付

金。 

平成 29 年

度以降（但

し、計画書

の 作 成 が

必要） 

 

合併特例債期限 

竣工

継続協議・共有 

新庁舎完成


